
キハダ　東部太平洋
（Yellowfin Tuna, Thunnus albacares）

最近の動き

2017 年の総漁獲量は 22.3 万トン（予備集計）で前年の
88％であった。資源評価は 2018 年に全米熱帯まぐろ類委員
会（IATTC）事務局により行われた。MSY は 26.4 万トンと
推定され、2017 年の漁獲量より大きい。2018 年当初の産卵
資源量は MSY レベルより大きい（SB2018/SBMSY=1.08）。2015
～ 2017 年の平均漁獲努力は、ほぼ MSY レベル（F2015-2017/
FMSY=1.01、Fmultiplier=0.99） と 推 定 さ れ た。SB/SBMSY、F/FMSY

が暫定目標管理基準値（Interim Target Reference Point）で
あるので、2018 年当初の本資源は適正であり、本資源への
近年 3 か年の漁獲努力は、ほぼ適正レベルであったといえる。
メバチ、キハダについて複数年（2017-2020 年）の管理方策
が導入されている。このうち、FADs 操業の管理強化について、
2018 年 8 月に開催された第 93 回会合において、IATTC は議
論を行ったが、合意に達せず、継続協議とされた。

利用・用途

はえ縄の漁獲物は生鮮（刺身）、まき網の漁獲物は缶詰を
はじめとする加工品として主に利用される。

漁業の概要

IATTC が 管 理 す る 東 部 太 平 洋 は、 南 北 緯 度 50 度 未

満、西経 150 度以東と南北アメリカ大陸の海岸線に囲まれ
た海域である（図 1）。1960 年頃までは竿釣りが主要な漁業
であったが、その後、まき網に転換された。近年の漁獲は
大部分がまき網（95％、2013 ～ 2017 年）によるものであ
り、残りがはえ縄（4％）と竿釣り（1％未満）である。漁
獲量は 1970 年代半ばと 1990 年にピークがみられる（図 2）。
1983 年の漁獲量の急激な落ち込みは、海況の変化に起因す
る漁船数の減少によるもので、中西部太平洋での操業に切
り替える船もあった。1990 年から 1995 年頃の漁獲減少は、
いるかの保護運動の影響で、いるかに付くキハダ魚群を狙う
操業が減少したことによる。2001 ～ 2003 年に漁獲量は 40
万トンを超えたが、好調な加入による資源量増大が要因で
ある。2017 年の漁獲量は 22.3 万トン（予備集計）で前年の
88％であった（IATTC 2018）。

図 1. 太平洋におけるキハダの分布域
赤色と緑色を合わせた海域が索餌域（分布域）、赤色が産卵域（年
平均表面水温 24℃以上）。

図 2. 東部太平洋におけるキハダの漁法別漁獲量（上図）、国別漁
獲量（下図）
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まき網漁業について、当初は米国船が多かったが、1970
年代の終わり頃からメキシコ、ベネズエラ船が増加するとと
もに米国船が減少し、1990 年代に入ると、エクアドルやバ
ヌアツ船が増加した。伝統的にいるか付き操業と素群れ操
業が行われてきたが、1990 年代に入ると集魚装置（FADs）
を使用した操業が発達した。それぞれの操業で、主として
漁獲される魚のサイズが異なり、素群れ操業は尾叉長 60 ～
100 cm、いるか付き操業は尾叉長 90 ～ 150 cm、FADs 操業
は尾叉長 50 cm 程度である。また、主たる操業位置も異な
り、素群れ操業は南北アメリカ大陸の沿岸部に多く、いるか
付き操業は北緯側、FADs 操業は南緯側で多くみられる（図
3）。最近 5 年では、まき網漁獲量のおおよそ 45％をメキシ
コが占め、次いでエクアドル、ベネズエラおよびパナマの 3
か国で 40％程度を占める（図 2、付表 1）。我が国のまき網
船は 1970 年代初頭に操業していたが、それ以降は出漁して
いない。まき網による海上でのキハダの平均投棄率（2013
～ 2017 年）は、総漁獲量の 0.2％と推定された。まき網船
の隻数は 1961 年から 2007 年の間に 125 隻から 227 隻に増
加し、それに伴い魚艙容量は 3.2 万 m3 から 22.5 万 m3 に増
加した。2017 年には 254 隻、26.3 万 m3 と過去最高値を記

録した。2013 年以降、連続して隻数と魚艙容量が共に増加
している。まき網総操業数は予備集計値で 2017 年に 31,328
操業を記録したが、昨年の過去最高値 33,197 操業よりは減
少した（IATTC 2018）。

はえ縄漁業について、我が国漁船は 1952 年のマッカーサー
ライン撤廃以降、急速に漁場を拡大し、1960 年には中央ア
メリカ沿岸に達した（Suzuki et al . 1978）。その後も南北両
半球の温帯域に操業域を広げ、1960 年代に地理的に最も広
く操業が行われた。当初は缶詰などの加工品原料としてキハ
ダとビンナガを漁獲していたが、1970 年代半ばには、刺身
需要の増加と冷凍設備の改善によってメバチへと主たる対象
魚種を変更した。2000 年以降、南北アメリカ沿岸域への出
漁が減少し、現在は、赤道を挟んだ南北 15 度の範囲が主な
漁場となっている（図 3）。日本の漁獲量は 1986 ～ 1995 年
にかけて 2.0 万トン程度であったが、2002 年以降は 1 万ト
ンを切り、2017 年は 1,463 トン（予備集計）であった。台
湾船は 1960 年代から出漁しているがビンナガを主対象とし
ており、近年のキハダの漁獲は年 1,000 トン前後である。韓
国船は 1970 年代半ばから操業があり、2005 年以降は年 1,000
トン前後である。中国船は 2017 年に 2,907 トンを記録し、
2015 年以降、日本の漁獲量を超え、東部太平洋で最もキハ
ダを漁獲する、はえ縄漁業国である。エクアドルのはえ縄漁
獲量も多く、2008 年から 2013 年までは 2,000 トン前後を
漁獲していたが、最近年は 200 トン程度である。はえ縄船
の漁獲サイズは、主として尾叉長 100 cm 以上である。

生物学的特性 

キハダは、三大洋の熱帯域から温帯域にかけて広く分布す
る。若齢で小型のキハダは、似たような大きさのカツオや
メバチと群れを作ることがあり、これらはもっぱら表層に
分布する。成長するにつれて、キハダ単独の群れとなり、よ
り水深の深い層にも分布するようになる。産卵は水温 24℃
以上の水域で周年行われると考えて良いが、季節性もみら
れ、メキシコ南部から中央アメリカの沖合域において、少
なくとも年に 2 回、産卵期があり、さらに沖合域では、1 年
のうち少なくとも 7 か月間は産卵期であったとの報告があ
る（Knudsen 1977）。また、南緯側の熱帯域では主として
1 月から 6 月が産卵期であるとの報告がある（Shingu et al . 
1974）。また、親魚の成熟状態と仔稚魚の出現場所にも海域
による違いがみられる（Suzuki et al . 1978）。このような産
卵期の違いは、東部太平洋内に複数の系群が存在する可能性
を示唆する。放流点と再捕点のみが分かるタイプの標識によ
る放流調査は、1950 年代より数多くの結果が報告され（例
えば Fink and Bayliff 1970）、少数の長距離移動した例を除い
て、多くの個体が、ある一定の範囲（数百キロ以内）で再捕
され、東部太平洋と中西部太平洋間の移動例は少ないこと
が知られている（Suzuki et al . 1978、Wild 1994）。近年、熱
帯域の北緯側で、移動経路が分かるタイプの標識による放
流調査が行われたところ（Schaefer et al . 2014）、やはり多
くの個体が放流点の近くに留まり、長距離の移動個体は少
ない傾向がみてとれた。これらは系群の存在を補強する証

図 3. 太平洋における 2012 ～ 2016 年の漁場図（上：はえ縄、下：
まき網）
上図：赤色がメバチ、橙色がキハダ；凡例の丸は 2,300 トン。下図：
キハダの漁獲。青色がいるか付き操業、緑色が素群れ操業、橙色
が流れもの操業；凡例の丸は 9,200 トン。
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拠となり得る。また、近年、太平洋の各海域で得られたキ
ハダの間に遺伝学的な差異が検出されている（Aguila et al . 
2015、Grewe et al . 2015）。一方で、はえ縄やまき網の漁獲
状況をみると、東部太平洋内では明瞭な漁獲の切れ目がない
ことがわかる（IATTC 2017）。このように系群あるいはもっ
と狭い範囲の個体群の存在についての異なる見解があるもの
の、2017 年の場合も含めて、東部太平洋のキハダの資源評
価では、東部太平洋で 1 つの系群と見なし、中西部太平洋
と西経 150 度で分離している。1 回当たりの産卵数（Batch 
fecundity）は体長 120 cm で約 233 万粒とされ、1 度の産
卵期に複数回産卵できるとされており（Schaefer 1998）、そ
のことは、蓄養のキハダでも確認されている（Niwa et al . 
2003）。本種の寿命は、年齢査定の結果や成長が早いこと、
漁獲物にあらわれる最大体長は 170 cm 程度（5 歳）である
ことから、メバチより短く 7 ～ 10 年であろうと考えられて
いる。本種の仔魚期の餌生物はカイアシ類、枝角類が主体
である（Uotani et al . 1981）。稚魚の胃内容物には魚類が多
く、次いで頭足類が出現し、カイアシ類はほとんどみられ
ない（辻 1998）。成魚の胃内容物に関する知見は比較的豊富
で（Matthews et al . 1977）、魚類を主に甲殻類、頭足類など
幅広い生物を摂餌し、明確な嗜好性はないと思われる。仔魚
期、稚魚期には多くの捕食者がいると思われるが情報は少な
い。さらに遊泳力が付いた後は大型のかじき類、さめ類、歯
鯨類などに外敵は限られてくるものと思われる。生物学的
最小形は 50 cm 以下であるが、雌の 50％は 92 cm で成熟
し、123.9 cm の雌（39 kg、満 2 歳の終わりから 3 歳）では
90％が成熟している（Schaefer 1998）。

2018 年の資源評価では、自然死亡係数は、体長別の雌
雄比に合致するように、四半期齢別、雌雄別に設定され
た。0 歳で四半期あたり 0.7、その後、雌雄は同様に 2 歳
で 0.2 まで減少する。雄はその後、0.2 で一定で、雌は再び
次第に高くなる（IATTC 1999、Maunder and Aires-da-Silva 
2012、Minte-Vera et al . 2018）。成長式は、耳石日輪を用い
て Richard の成長式で表した結果（表 1；Wild 1986）を資
源評価モデルの初期値として与えて、資源評価モデル内で成
長式が再推定された。ただし、2018 年の資源評価では再推
定せずに、2009 年の資源評価時に推定された成長パラメー

タが用いられた（Maunder and Aires-da-Silva 2009）。
自然死亡係数（四半期齢）

雌：0.70, 0.60, 0.50, 0.44, 0.38, 0.32, 0.26, 0.20, 0.20, 0.21, 
0.26, 0.32, 0.38, 0.42, 0.44, 0.46, 0.46, 0.47, 0.47, 0.47, 
0.47, 0.47, 0.47 （以降 0.48）

雄：0.70, 0.60, 0.50, 0.44, 0.38, 0.32, 0.26（以降 0.20）
成長式

Wild（1986）：
Lt = 185.7 × {1 - (exp ( -0.761 × (t - 1.853))) / 1.917}1.917

（Lt : ある年齢 t での尾叉長（cm）、t : 年齢）
体長体重関係式

Wild（1986）：W = 1.387 × 10-5 × L3.086 
（L : 尾叉長（cm）、W : 体重（kg）、t : 年齢）

資源状態

最新の資源評価は IATTC 事務局により 2018 年に行われ
た。資源評価モデルは Stock Synthesis（SS）が用いられた

（Minte-Vera et al . 2018）。資源量指数として、まき網の素群
れ操業といるか付き操業のノミナル CPUE、北緯 15 度以南
のはえ縄漁業の標準化 CPUE が用いられた（Maunder and 
Watters 2001、Hoyle and Maunder 2006）。

MSY は 26.4 万トンと推定され、2017 年の漁獲量より大
きい。2018 年当初の産卵資源量は MSY レベルより大きい

（SB2018/SBMSY=1.08）。2015 ～ 2017 年の平均漁獲努力は、ほ
ぼ MSY レベル（F2015-2017/FMSY=1.01、Fmultiplier=0.99）と推定さ
れた（図 4）。SB/SBMSY、F/FMSY は暫定目標管理基準値（Interim 
Target Reference Point）であるので、2017 年当初の本資源
は適正であり、本資源への近年 3 か年の漁獲努力は、ほぼ
適正レベルであったといえる。ただし、この結果には不確実
性（親子関係・親魚の自然死亡係数・最高齢の体長で変化す
る）があるので、場合によっては、漁獲努力が過剰と判断
される。また、Spawning Biomass ratio（漁業がないと仮定
した状態の産卵資源量を 1.0 としたときの、実際の産卵資源
量の割合）は近年、減少傾向にあるが、2018 年当初は MSY

表 1. 東部太平洋におけるキハダの年齢ごとの尾叉長（cm）と体
重（kg）の関係（Wild 1986）

図 4. 東部太平洋におけるキハダの F/FMSY と SB/SBMSY の推移（水
色丸は現状、バーは 95％信頼区間）
破線は暫定限界管理基準値を示す。横軸の破線は、親子関係を想
定（スティープネス 0.75）し、かつ漁業がないと仮定したときの
産卵資源量の加入量の 50％を得るための産卵資源量で 0.28*SBMSY

に相当する。縦軸の破線は、そのときの漁業の強さで 2.42*FMSY に
相当する。
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各漁業の親魚資源量に与える影響は、まき網のいるか付き操
業およびまき網の流れもの操業（FAD 操業含む）が最も大
きなインパクトを示し、素群れ操業がそれに続く。近年で
は、流れもの操業のインパクトが素群れ操業のインパクトよ
りも大きくなっている（図 8）。将来予測（2015 ～ 2017 年
の平均的な漁獲の強さ、過去平均の加入量を仮定）を行うと、
2027 年まで Spawning Biomass ratio は、不確実性が大きい
ものの、ほぼ MSY レベルになるとされた（図 5）。最近の産
卵資源量は 1975 年以降 2017 年までの産卵資源量の平均値
と± 1 標準偏差の範囲にあるので、産卵資源量レベルは中程
度であり、図 8 のとおり、最近 5 年については、明瞭な上昇・
下降の傾向が認められないので、資源動向は横ばいと考えら
れる。

キハダの Fmultiplier は（この場合は、F/FMSY の逆数で、1.0 よ
り小さいと漁獲圧が過剰。1.0 より大きいと適切な漁獲圧ま
で、増加させても良い係数を示す。1.1 ならば、現状の 1.1
倍まで漁獲圧を増加させても、適切な範囲である）上述の
と お り 0.99、 メ バ チ の Fmultiplier は 0.87 と さ れ た（Xu et al . 
2018）。まき網の魚艙容量（潜在的な努力量を示すと考え
られている）は、2015 ～ 2017 年の平均と比べて、2018 年
3 月 25 日の時点で 1％増加していたことを考慮して、キハ
ダ、メバチともに近年の漁獲努力はやはり過剰（Fmultiplier は

レベル（0.27）と同等（図 5）とされた。なお、暫定限界管
理基準値（Interim Limit Reference Point）は、0.28 × SBMSY、
2.42 × FMSY に該当する（図 4）。加入量は、レベルが異なる
3 つのレジーム（1975 ～ 1983 年の低い加入、1984 ～ 2002
年の高い加入、2003 ～ 2014 年の中間的加入）に区分され、
2017 年の加入量は平均より大きく、近年ではかなり高いレ
ベルにあるが、推定値の不確実性は大きい（図 6）。漁獲係
数は、1 ～ 10 四半期齢（0.25 ～ 2.5 歳）が最も低く、次い
で 21 四半期齢（5.25 歳）以上、11 ～ 20 四半期齢（2.75 ～
5 歳）と続き、2003 年から 2006 年にかけて漁獲係数が高く
推移し、一旦減少に転じたが、近年増加傾向にある（図 7）。

図 7. 東部太平洋におけるキハダの漁獲係数の推移
黒：1 ～ 10 四半期齢、赤：11 ～ 20 四半期齢、緑：21 四半期齢以上。

図 8. 東部太平洋におけるキハダの資源量と各漁業のインパクトの
推移
黒実線が実際の資源量、黒破線は漁業がないと仮定したときの資
源量。桃色、赤色、緑色、黄色、水色はそれぞれはえ縄、いるか
付き操業、素群れ操業、流れもの操業（FADs 操業含む）、小型魚
投棄の影響を示す。

図 5. 東部太平洋におけるキハダの Spawning Biomass ratio の推移
上図はベースケース。下図は親子関係がある場合。破線は MSY を
達成できる SBR。大きな黒丸が現状。2019 年以降は予測値。灰色は
95％信頼限界。Spawning Biomass ratio は漁業がないと仮定した状
態の産卵資源量を 1.0 としたときの、実際の産卵資源量の割合。

図 6. 東部太平洋におけるキハダの加入量
1975 年以降の平均加入量を 1 とした相対値の推移（破線は 95％
信頼限界）。
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0.97（=0.99/ 1.01）、0.86（=0.87/1.01）に調整）とみなさ
れた。このため、2016 年のまき網の禁漁日数（62 日間）は、
資源管理方策としては不十分であり、本年については、キハ
ダと比較すると、メバチのほうが深刻な状況であることか
ら、次式により 107 日の禁漁日数が必要と算出された。た
だし、複数年（2017-2020 年）の管理方策が導入されている
ため、この新禁漁日数は参考値である。

禁漁日数 = 365 - Fmultiplier ×（365 - 2016 年の禁漁日数）/（昨
年末の魚艙容量／最近 3 年の平均魚艙容量）

新禁漁日数 = 365 – 0.87 ×（365 - 62）/（1.01 / 1）= 107
新禁漁日数は参考値ではあるものの、大きく変動した。禁

漁期間が毎年、大きく変動することは管理上、望ましくな
い。このため、2019 年に予定されていたメバチ、キハダの
資源評価の見直しを、より包括的に行うことが企画されてい
る。このため、2019 年に資源評価は行われず、東部太平洋
のカツオと同様の複数の漁業指標（CPUE、漁獲サイズなど）
が示される予定である。

管理方策

　IATTC 事務局からの勧告に基づき、2017 年 7 月に開催さ
れた第 92 回会合において、2017 年から 2019 年については、

（ア）2017 年～ 2020 年におけるまき網漁業の禁漁期間を拡
大（62 日⇒ 72 日、一部漁法に設定されていた漁獲上限は廃
止）、（イ）2018 年～ 2020 年においてまき網漁業で使用可
能な集魚装置（FAD）の数を大型まき網漁船で 450 個に制
限、（ウ）はえ縄漁業の国別メバチ漁獲枠設定の維持（我が
国漁獲枠は 32,372 トン）といった保存管理措置が採択され
た。なお、（ウ）の措置はキハダの漁獲量にも影響をもたら
すと考えられる。2018 年 8 月に開催された第 93 回会合に
おいて、まき網漁船が使用する集魚装置（FAD）を使用した
操業回数の制限などについて議論が行われたが、合意に至ら
ず、議論を継続することになった。

【MSE (Management strategy evaluation) の検討状況】
　「3. まぐろ類の漁業と資源調査（総説）」に MSE に関する
一般的な説明があるので、参照のこと。なお、WCPFC で
は、MSE を 漁 獲 戦 略（Harvest strategy） と 呼 ぶ（Scott et 
al . 2016a）。MSE の中身（総説の図 11 と 12 および付表 1）
は、いくらか複雑であるが、重要な部分は、そもそもの資源
を管理する目標（Management Objectives）を決め、その達
成のために、たくさんの漁獲の方法（漁獲制御ルール（HCR：
Harvest Control Rules））を考えだし、それらがどの程度、目
標を達成出来るかをコンピュータシミュレーションで確かめ
る点である。目標達成の程度をみながら、試行錯誤して、もっ
とも適切な漁獲の方法を見つける方法である。管理の目標に
は生物学的な視点だけではなく、経済的、社会的な視点を複
数設定することができるとともに、様々な漁獲の方法を考え
出すことがプロセスの重要な部分なので、MSE の構築には
漁業者の参加が欠かせない。
　IATTC では、2014 年の第 87 回 IATTC 年次会合で、暫定的
に管理基準値（限界管理基準値と目標管理基準値）が合意

された。2016 年 7 月の第 90 回 IATTC 年次会合で、漁獲制
御（決定）ルール（HCR）の大枠が合意された（IATTC 2016、
IATTC Resolution C-16-02）。2018 年の科学諮問委員会では
MSE に関連する議題はなかった。本資源の管理戦略の検討
状況は、WCPFC での検討事例とあわせて、具体例とともに
表 2 と図 9 に示した。
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管理目標：資源量を MSY レベルに維持する。
漁獲制御ルール（HCR）：FMSY での漁獲（実際の MSE では、HCR は複数設定されるだろう）。
管理戦略評価（MSE）：1975 年から 2012 年までのデータがあり、将来 9 年間（2013 年から 2021 年）の管理を行うとする。現実と同
様に Management procedure の EM でも 3 年に一度、資源評価を行う。2013 年に資源評価を行ない、2012 年の資源状態が評価される、
このときに算出された FMSY での漁獲を 2014 年から 2016 年まで続ける。この試行では implementation error は想定していない。すな
わち、FMSY での漁獲を過不足無く実現するように、努力量が投下される。また、この HCR 導入によって、努力量以外の漁業の様子が
異なる（例えば、大型魚が多い漁場に、はえ縄漁場がシフトする。まき網の FAD 操業が制限されたが、その努力量が素群れ操業に転
嫁）こともない。一方、process error は、将来の加入量は、過去の加入量の範囲でランダムに変動することで考慮された。この条件で、
個体群・漁業動態により、2014 年の真の漁獲量、努力量、漁獲サイズおよび資源状況が算出される。このとき、model error として、
従来、東部太平洋のメバチ資源評価結果に影響の大きいことが知られている steepness、成長式の最大体長および自然死亡係数の不確
実性を考慮して、4 つの OM が作成された。4 種類の仮想現実を作成したことになる。2015 年に EM での資源評価はないが、この真のデー
タに観測誤差を考慮した 2014 年の疑似漁獲データ（漁獲成績報告書にあたる）が、それぞれの OM につき一つ、生成される。ふたた
び 2015 年も同様に、HCR に沿った漁獲が行われ、真の漁獲・資源状況の算出および疑似漁獲データが生成される。これらの 2 年分のデー
タを過去のデータに加えて 2016 年に EM によって資源評価が行われる。なお、EM の steepness、成長式の最大体長および自然死亡係
数の設定は、OM のうちの一つと同じ（ほかの 3 つの OM とは異なる）とした。真の資源量を、資源評価で把握できない可能性があり、
これが資源評価指標にどのように影響があるのかを考えることが出来る。EM で推定した 2015 年の FMSY の漁獲の強さで、続く 3 年（2017
から 2019 年）漁獲を行うことになる。このようなシミュレーションを 9 年間続け、これを 1 シリーズとした。OM と HCR（ここでは
一種類だが）の組み合わせにつき 100 シリーズのシミュレーションを行う。不確実性の部分（毎年の加入量が random な選択）があ
るので、各シリーズの結果は異なる。OM が 4 種類、HCR は 1 種類なので、総計 400 シリーズのシミュレーションを行ったことになる。
成績評価指標（Performance statistics）：OM と HCR（ここでは一種類だが）の組み合わせにつき、資源量の LRP（親子関係を想定（ス
ティープネス 0.75）したときの SB0 の加入量の 50％を得る産卵資源の量）を下回る割合、SB/SBF=0 が計算された。
結果：

左：OM ごとの資源量の LRP を下回る割合（青）の経年変化。赤実線は 10％のライン。ここでは 10％を限界管理基準値を下回ること
を許容する程度（リスク）と一応の設定をしている。右：OM ごとの産卵資源量の SB/SBF=0 の経年変化（青）。緑は MSY レベル。それ
ぞれの OM は steepness、成長式の最大体長および自然死亡係数の設定の組み合わせが異なる。EM（現実での資源評価に相当）は OM1（真
の値に相当）と同じ設定。OM2 の場合は、EM が成長式の最大体長を真値より小さく仮定している。OM3 の場合は、EM が steepness
を真値より大きく仮定。OM4 の場合は、EM が自然死亡係数を真値より大きく仮定。9 年間のシミュレーション期間のうち、OM3 の
場合だけ、資源量の LRP が下回る割合が 10％を超えた。OM により depletion rate の推定が異なる。
結果の解釈：試行した HCR がひとつだけなので、実際の MSE の目的の一つである HCR の選択は出来ない。予備的な解析であるが、
model error（仮定を誤る）が、資源評価に影響を及ぼし、HCR の選択に影響を及ぼす可能性が示唆している。
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キハダ（東部太平洋）の資源の現況（要約表）

資 源 水 準 中位

資 源 動 向 横ばい

世 界 の 漁 獲 量
（ 最 近 5 年 間 ）

23.1 万～ 26.0 万トン
最近（2017）年：22.3 万トン

平均：24.3 万トン
（2013 ～ 2017 年）

我 が 国 の 漁 獲 量
（ 最 近 5 年 間 ）

0.2 万～ 0.3 万トン
最近（2017）年：0.2 万トン

平均：0.2 万トン
（2013 ～ 2017 年）

管 理 目 標 検討中

資 源 評 価 の 方 法 統合モデル（Stock Synthesis）

資 源 の 状 態
SB2018/SBMSY=1.08
F2015-2017/FMSY=1.01

管 理 措 置

・	2017 年～ 2020 年におけるまき
網漁業の禁漁期間を拡大（62 日
⇒ 72 日、一部漁法に設定され
ていた漁獲上限は廃止）

・	2018 年 ～ 2020 年 に お い て ま
き網漁業で使用可能な集魚装置

（FAD）の数を大型まき網漁船で
450 個に制限

・	はえ縄漁業：国別メバチ漁獲枠
の設定（我が国漁獲枠は 32,372
トン：キハダの漁獲量にも影響
をもたらすと考えられる）

管理機関・関係機関 IATTC

最新の資源評価年 2018 年

次回の資源評価年 2020 年
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表
2.

 IA
TT

C
に

お
け

る
M

SE
（

M
an

ag
em

en
t S

tr
at

eg
y 

Ev
al

ua
tio

n）
に

関
す

る
検

討
状

況
（

M
au

nd
er

 a
nd

 D
er

iso
 2

01
6、

M
au

nd
er

 et
 a

l. 
20

16
）

要
素

IA
TT

C
の

検
討

状
況

備
考

管
理

目
標

（
M

an
ag

em
en

t 
Ob

je
ct

ive
s）

検
討

中
　

管
理

目
標

は
、

そ
も

そ
も

の
魚

類
を

管
理

す
る

目
的

。
改

め
て

、
明

確
に

定
義

す
る

。
　

IA
TT

C
条

約
（

An
tig

ua
条

約
）

の
一

般
的

な
管

理
目

標
（

ge
ne

ra
l m

an
ag

em
en

t g
oa

l）
に

関
す

る
文

章
で

は
、

“m
ai

nt
ai

n 
or

 re
st

or
e 

th
e 

po
pu

la
tio

ns
 o

f h
ar

ve
st

ed
 

sp
ec

ie
s a

t l
ev

el
s o

f a
bu

nd
an

ce
 w

hi
ch

 ca
n 

pr
od

uc
e 

th
e 

m
ax

im
um

 su
st

ai
na

bl
e 

yie
ld

”と
な

っ
て

い
る

の
で

、
M

SY
レ

ベ
ル

以
上

に
資

源
を

維
持

さ
せ

る
こ

と
と

考
え

ら
れ

る
が

、
M

SE
の

枠
組

み
で

の
合

意
は

な
い

。
こ

の
よ

う
な

目
標

は
、

概
念

的
（

co
nc

ep
tu

al
）

な
目

標
と

呼
ば

れ
る

。
こ

の
目

標
を

、
M

SE
の

構
成

要
素

と
す

る
に

は
、

定
量

可
能

な
実

際
的

な
（

op
er

at
io

na
l）

目
標

に
読

み
替

え
る

必
要

が
あ

る
（

Pu
nt

 et
 al

. 2
01

6）
【

具
体

例
】

　
概

念
的

目
標

が
「

乱
獲

を
防

ぐ
」

で
あ

れ
ば

、
実

際
的

目
標

は
「

漁
獲

が
な

い
と

仮
定

し
た

場
合

の
資

源
量

レ
ベ

ル
の

20
％

以
下

に
な

る
確

率
を

20
％

以
下

に
維

持
す

る
」

な
ど

と
な

る
。

概
念

的
目

標
が

「
最

適
な

漁
獲

量
を

得
る

」
で

あ
れ

ば
、

実
際

的
目

標
は

、
複

数
の

組
み

合
わ

せ
と

す
る

こ
と

も
で

き
、「

資
源

量
に

応
じ

て
、

漁
獲

量
を

最
大

化
す

る
」

＋
「

漁
業

収
益

を
最

大
化

す
る

」
な

ど
と

な
る

（
Pu

nt
 et

 al
. 2

01
6）

。
W

CP
FC

の
例

で
は

、
次

の
よ

う
な

管
理

目
標

、
Pe

rfo
rm

an
ce

 st
at

ist
ics

お
よ

び
監

視
戦

略
の

組
み

合
わ

せ
な

ど
が

考
え

ら
れ

て
い

る
。

　
生

物
学

的
な

管
理

目
標

の
例：

管
理

目
標

「
持

続
可

能
な

資
源

量
の

周
辺

に
維

持
す

る
」、

Pe
rfo

rm
an

ce
 st

at
ist

ics
「

SB
/S

B F
=0

＞
0.

2
と

な
る

確
率

」、
監

視
戦

略
「

Op
er

at
in

g 
m

od
el

（
OM

）
の

re
fe

re
nc

e 
se

tで
長

期
的

に
SB

/S
B F

=0
＞

0.
2

と
な

る
確

率
」。

　
経

済
的

な
管

理
目

標
の

例：
管

理
目

標
「

適
切

な
レ

ベ
ル

の
CP

UE
に

維
持

す
る

」、
Pe

rfo
rm

an
ce

 st
at

ist
ics

「
あ

る
任

意
の

適
切

な
期

間
の

予
測

CP
UE

 の
ば

ら
つ

き
具

合
」、

監
視

戦
略

「
実

際
に

観
測

さ
れ

た
CP

UE
が

指
定

の
レ

ベ
ル

を
上

回
る

」。
　

社
会

的
な

管
理

目
標

の
例

：
管

理
目

標
「

雇
用

機
会

の
確

保
」、

Pe
rfo

rm
an

ce
 st

at
ist

ics
「

あ
る

任
意

の
海

域
で

の
総

漁
獲

量
に

対
す

る
、

当
該

の
メ

ン
バ

ー
国

の
漁

獲
の

割
合

」、
監

視
戦

略
「

目
標

値
に

対
す

る
、

漁
業

お
よ

び
水

産
加

工
業

で
の

実
際

の
雇

用
者

数
」。

漁
獲

制
御

（
決

定
）

ル
ー

ル
（

HC
R;

 H
ar

ve
st

 
Co

nt
ro

l R
ul

es
）

右
記

。
具

体
例

の
通

り
、

20
16

年
7

月
の

第
90

回
IA

TT
C

年
次

会
合

で
漁

獲
制

御
（

決
定

）
ル

ー
ル

の
大

枠
が

合
意

さ
れ

た
（

IA
TT

C 
20

16
、

IA
TT

C 
Re

so
lu

tio
n 

C-
16

-
02

）

　
HC

R
は

、
管

理
目

標
を

実
現

さ
せ

る
た

め
に

、
資

源
が

限
界

管
理

基
準

以
下

に
陥

る
の

を
避

け
、

目
標

管
理

基
準

値
周

辺
に

維
持

さ
れ

る
よ

う
に

す
る

資
源

管
理

方
策

（
Sc

ot
t 

et
 a

l. 
20

16
b）

。
資

源
の

変
動

に
応

じ
て

、
事

前
に

合
意

し
た

ル
ー

ル
（

IF
-T

HE
N

ル
ー

ル
。

も
し

、
あ

る
資

源
状

態
の

基
準

を
下

回
れ

ば
、

禁
漁

区
、

禁
漁

期
や

漁
具

・
漁

法
の

規
制

な
ど

で
努

力
量

を
抑

制
す

る
な

ど
）

で
、

管
理

方
策

を
変

更
す

る
こ

と
も

設
定

で
き

る
（

Ki
rc

hn
er

 et
 a

l. 
20

14
）。

関
係

者
間

で
協

議
し

、
政

治
的

、
経

済
的

、
社

会
的

な
要

素
を

考
慮

し
た

HC
R

の
構

築
が

必
要

で
あ

る
（

M
au

nd
er

 an
d 

De
ris

o 
20

16
、

M
au

nd
er

 et
 al

. 2
01

6）
。

【
具

体
例

】
20

16
年

7
月

の
第

90
回

IA
TT

C
年

次
会

合
で

の
合

意
内

容
は

、
つ

ぎ
の

通
り

で
あ

る
。

①
 最

も
厳

し
い

管
理

を
必

要
と

す
る

魚
種

に
つ

い
て

は
、

例
え

ば
禁

漁
な

ど
の

管
理

方
策

な
ど

の
措

置
を

、
ま

き
網

漁
業

に
対

し
て

は
複

数
年

固
定

で
き

る
も

の
と

し
、

漁
獲

の
強

さ
が

、
目

標
管

理
基

準
値

（
F M

SY
）

以
上

と
な

ら
な

い
よ

う
に

維
持

す
る

。
②

 漁
獲

の
強

さ
が

、
限

界
管

理
基

準
値

（
F L

IM
IT；

親
子

関
係

を
想

定
し

、
加

入
が

初
期

資
源

加
入

量
の

50
％

に
減

少
す

る
状

態
に

お
け

る
産

卵
親

魚
量

を
維

持
す

る
漁

獲
の

強
さ

）
を

超
過

す
る

確
率

が
10

％
以

上
と

な
る

場
合

は
、

50
％

の
確

率
で

目
標

管
理

基
準

値
（

F M
SY

）
以

下
と

な
る

ま
で

削
減

し
、

か
つ

限
界

管
理

基
準

値
（

F L
IM

IT
）

を
超

過
す

る
確

率
を

10
％

以
下

と
な

る
措

置
を

可
能

な
限

り
早

期
に

実
施

す
る

。
③

 産
卵

親
魚

量
が

、
限

界
管

理
基

準
値

（
S L

IM
IT
；

親
子

関
係

を
想

定
し

、
加

入
が

初
期

資
源

加
入

量
の

50
％

に
減

少
す

る
状

態
に

お
け

る
産

卵
親

魚
量

）
を

下
回

る
確

率
が

10
％

以
上

と
な

る
場

合
は

、
50

％
以

上
の

確
率

で
目

標
管

理
基

準
値

（
S M

SY
；

M
SY

を
達

成
す

る
水

準
の

産
卵

親
魚

量
）

ま
で

回
復

さ
せ

、
か

つ
限

界
管

理
基

準
値

（
S L

IM
IT
）

を
下

回
る

確
率

を
10

％
以

下
と

す
る

措
置

を
2

世
代

以
内

と
5

年
以

内
の

ど
ち

ら
か

、
よ

り
長

い
ほ

う
の

期
間

中
に

実
施

す
る

。
④

 ま
き

網
以

外
の

漁
業

に
関

す
る

追
加

規
制

を
事

務
局

職
員

が
勧

告
す

る
際

に
は

、
対

象
資

源
に

与
え

る
相

対
的

な
影

響
も

踏
ま

え
、

ま
き

網
漁

業
で

採
択

さ
れ

た
措

置
と

可
能

な
限

り
一

貫
性

を
持

た
せ

る
。
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要
素

IA
TT

C
の

検
討

状
況

備
考

（
続

き
）

⑤
 上

記
の

漁
獲

制
御

（
決

定
）

ル
ー

ル
に

加
え

て
、

事
務

局
職

員
が

、
今

後
、

さ
ま

ざ
ま

な
漁

獲
制

御
（

決
定

）
ル

ー
ル

を
科

学
諮

問
小

委
員

会
に

提
案

し
、

IA
TT

C
委

員
会

は
恒

久
的

な
漁

獲
制

御
（

決
定

）
ル

ー
ル

を
決

定
し

て
ゆ

く
。

管
理

基
準

（
RP

; R
ef

er
en

ce
 

Po
in

ts
）

目
標

管
理

基
準

値
（

TR
P;

 Ta
rg

et
 

Re
fe

re
nc

e 
Po

in
t）

漁
獲

の
強

さ
：

F M
SY

資
源

量
：

S M
SY

　
管

理
基

準
値

は
、

資
源

の
大

き
さ

、
漁

獲
の

強
さ

を
判

断
す

る
た

め
の

基
準

。
TR

P
は

、
管

理
目

標
に

照
ら

し
て

、
望

ま
し

い
資

源
の

大
き

さ
、

も
し

く
は

漁
獲

の
強

さ
を

示
す

。
【

具
体

例
】

　
左

記
の

通
り

、
20

14
年

7
月

の
第

87
回

IA
TT

C
年

次
会

合
で

暫
定

TR
P

と
し

て
決

定
さ

れ
た

。
参

考
と

し
て

、
そ

の
ほ

か
の

例
も

示
す

。
こ

の
リ

ス
ト

で
あ

げ
た

基
準

は
、

LR
P

と
し

て
も

用
い

ら
れ

る
場

合
が

あ
る

。
な

お
、

成
長

乱
獲

は
、

漁
獲

圧
が

高
く

、
十

分
に

成
長

す
る

前
に

（
加

入
あ

た
り

の
最

大
の

生
産

を
す

る
前

に
）

漁
獲

さ
れ

る
状

態
。

加
入

乱
獲

は
、

漁
獲

圧
が

高
く

、
加

入
量

の
減

少
を

も
た

ら
す

ほ
ど

親
魚

量
が

漁
獲

に
よ

っ
て

減
少

す
る

状
態

。
漁

獲
の

強
さ

の
TR

P：
①

F M
SY

（
平

均
的

に
B M

SY
を

達
成

す
る

漁
獲

死
亡

係
数

（
F。

魚
の

死
亡

を
漁

獲
死

亡
と

自
然

死
亡

に
分

け
た

と
き

の
、

漁
獲

に
よ

る
死

亡
の

割
合

）。
こ

の
基

準
は

、
再

生
産

関
係

と
年

齢
別

個
体

数
（

漁
獲

死
亡

と
自

然
死

亡
の

結
果

）
の

情
報

に
基

づ
い

て
求

め
る

の
で

、
加

入
乱

獲
と

成
長

乱
獲

を
考

慮
で

き
る

。
一

方
で

、
加

入
変

動
や

資
源

評
価

モ
デ

ル
の

諸
設

定
で

変
化

し
や

す
い

）。
②

F 0
.1
（

加
入

量
あ

た
り

の
漁

獲
量

と
漁

獲
死

亡
係

数
の

関
係

（
YP

R
曲

線
）

の
原

点
に

お
け

る
傾

き
の

10
％

の
傾

き
を

持
つ

曲
線

部
分

に
対

応
す

る
F。

LR
P

の
F M

AX
の

説
明

も
参

照
の

こ
と

。
YP

R
曲

線
で

は
、

F
が

小
さ

い
う

ち
は

、
F

の
増

加
に

対
す

る
加

入
量

あ
た

り
の

漁
獲

量
の

増
加

ス
ピ

ー
ド

は
大

き
い

（
傾

き
が

大
き

い
）

が
、

や
が

て
、

F
が

増
加

し
て

も
漁

獲
量

が
増

加
し

に
く

く
な

り
（

傾
き

が
段

々
小

さ
く

な
る

）、
や

が
て

、
加

入
量

あ
た

り
の

漁
獲

量
が

ほ
と

ん
ど

変
化

し
な

く
な

る
（

傾
き

が
ゼ

ロ
）。

F M
AX

は
こ

の
フ

ラ
ッ

ト
に

な
る

部
分

に
あ

る
。

F M
AX

よ
り

も
資

源
に

安
全

な
方

策
が

必
要

な
場

合
（

よ
り

漁
獲

圧
を

制
限

し
た

い
場

合
）

は
、曲

線
の

傾
き

が
、ゼ

ロ
（

F M
AX

）
よ

り
は

大
き

く
、

原
点

で
の

傾
き

よ
り

は
小

さ
い

部
分

に
相

当
す

る
F

を
選

択
す

る
。

そ
の

傾
き

が
原

点
で

の
傾

き
の

10
％

で
あ

る
こ

と
に

合
理

的
理

由
は

な
い

が
、

経
験

的
に

安
全

な
基

準
で

あ
り

、C
PU

E
が

大
き

く
減

少
す

る
可

能
性

が
低

い
F

の
基

準
と

認
識

さ
れ

て
い

る
（

Ga
br

ie
l a

nd
 M

ac
e 

19
99

）。
F M

AX
と

同
様

に
、年

齢
別

の
死

亡
と

魚
体

重
の

情
報

か
ら

求
め

、
加

入
乱

獲
は

考
慮

し
な

い
）。

③
F X

%
SP

R（
F X

%
と

も
表

示
す

る
。

漁
獲

が
無

い
と

き
の

SS
B/

R（
Sp

aw
ni

ng
 St

oc
k B

io
m

as
s p

er
 R

ec
ru

it。
加

入
量

あ
た

り
の

親
魚

資
源

量
）

を
10

0％
と

し
た

と
き

の
SS

B/
R

の
X％

を
達

成
す

る
F。

こ
の

基
準

は
、

自
然

死
亡

係
数

、
年

齢
別

体
重

、
年

齢
別

成
熟

割
合

お
よ

び
年

齢
別

加
入

割
合

か
ら

求
め

る
。

再
生

産
曲

線
は

利
用

し
な

い
も

の
の

、
加

入
乱

獲
を

考
慮

で
き

る
。

成
長

乱
獲

は
考

慮
し

な
い

）。
④

F M
ED

（
産

卵
資

源
量

あ
た

り
の

加
入

魚
の

50
％

が
生

残
す

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
F。

複
数

年
の

親
魚

量
／

加
入

量
の

観
測

値
を

用
い

て
、

そ
の

中
央

値
を

求
め

る
。

漁
獲

方
程

式
（

パ
ラ

メ
ー

タ
に

F
を

含
む

）
で

、
こ

の
中

央
値

に
相

当
す

る
親

魚
量

／
加

入
量

を
説

明
す

る
F

を
推

定
す

る
。

複
数

年
の

実
態

に
基

づ
い

て
い

る
の

で
、

漁
業

に
よ

る
親

魚
量

の
上

下
動

の
変

化
の

確
率

が
半

々
に

な
り

、
加

入
乱

獲
を

避
け

る
こ

と
が

期
待

で
き

る
。

成
長

乱
獲

は
考

慮
し

な
い

）。
資

源
量

の
TR

P：
①

XB
M

SY
、

XS
SB

M
SY

（
M

SY
を

達
成

す
る

た
め

に
必

要
な

資
源

量
ま

た
は

親
魚

資
源

量
に

関
連

す
る

基
準

。
X

が
1.

0
な

ら
ば

B M
SY

、
SS

B M
SY

。
加

入
乱

獲
と

成
長

乱
獲

を
考

慮
し

て
い

る
が

、
加

入
変

動
や

資
源

評
価

モ
デ

ル
の

諸
設

定
で

変
化

し
や

す
い

）。
②

XB
0、

XS
B F

=0
（

処
女

資
源

お
よ

び
漁

業
が

な
い

場
合

に
期

待
さ

れ
る

産
卵

資
源

量
に

関
連

す
る

基
準

。
後

者
は

LR
P

と
し

て
採

用
さ

れ
て

い
る

。
デ

ー
タ

が
少

な
く

、
資

源
量

の
絶

対
値

の
推

定
が

難
し

い
場

合
に

用
い

る
こ

と
が

で
き

る
。

B 0
の

推
定

は
難

し
い

）。
③

B M
AX

（
F M

AX
で

得
ら

れ
る

資
源

量
。

漁
獲

の
強

さ
の

LR
P

の
F M

AX
を

参
照

の
こ

と
。

成
長

乱
獲

を
考

慮
す

る
が

加
入

乱
獲

は
考

慮
し

な
い

）。
④

B 0
.1
（

F 0
.1

で
得

ら
れ

る
資

源
量

。
詳

し
く

は
、

漁
獲

の
強

さ
の

TR
P

の
F 0

.1
を

参
照

の
こ

と
。

成
長

乱
獲

を
考

慮
で

き
る

が
、

加
入

乱
獲

は
考

慮
し

な
い

）。
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要
素

IA
TT

C
の

検
討

状
況

備
考

管
理

基
準

（
RP

; R
ef

er
en

ce
 

Po
in

ts
）

限
界

管
理

基
準

値
（

LR
P;

 Li
m

it 
Re

fe
re

nc
e 

Po
in

t）

漁
獲

の
強

さ
：

親
子

関
係

を
想

定
（

ス
テ

ィ
ー

プ
ネ

ス
0.

75
）

し
た

と
き

の
SB

0
の

加
入

量
の

50
％

を
得

る
漁

獲
の

強
さ

。

資
源

量
：

親
子

関
係

を
想

定
（

ス
テ

ィ
ー

プ
ネ

ス
0.

75
）

し
た

と
き

の
SB

0
の

加
入

量
の

50
％

を
得

る
産

卵
資

源
の

量
。

　
管

理
基

準
値

は
、

資
源

の
大

き
さ

、
漁

獲
の

強
さ

を
判

断
す

る
た

め
の

基
準

。
LR

P
は

、
管

理
目

標
に

照
ら

し
て

、
下

回
る

こ
と

を
避

け
る

資
源

の
大

き
さ

、
も

し
く

は
上

回
る

こ
と

を
避

け
る

べ
き

漁
獲

の
強

さ
を

示
す

。
持

続
的

な
資

源
の

利
用

に
必

要
な

生
物

学
的

な
限

界
点

（
資

源
量

が
回

復
不

能
あ

る
い

は
回

復
が

き
わ

め
て

遅
い

状
態

に
ま

で
減

少
）

を
示

す
も

の
で

、「
加

入
乱

獲
を

避
け

る
」

も
の

と
な

る
（

M
au

nd
er

 et
 a

l. 
20

16
）。

た
だ

し
、

IA
TT

C
の

暫
定

LR
P

が
実

際
に

「
加

入
乱

獲
を

防
ぐ

」
に

照
ら

し
て

適
切

で
あ

る
か

は
検

証
さ

れ
て

い
な

い
。

簡
単

に
検

証
で

き
な

い
の

は
、

親
魚

が
減

少
し

た
こ

と
に

よ
り

、
親

魚
あ

た
り

の
加

入
数

が
減

少
す

る
こ

と
を

確
か

め
る

必
要

が
あ

る
が

、
こ

の
確

認
は

容
易

で
は

な
い

と
認

識
さ

れ
て

い
る

。
【

具
体

例
】

　
20

14
年

7
月

の
第

87
回

IA
TT

C
年

次
会

合
で

暫
定

LR
P

と
し

て
決

定
。

　
参

考
に

LR
P

の
候

補
を

あ
げ

る
。

な
お

、
TR

P
の

項
で

と
り

あ
げ

た
も

の
は

、
全

て
LR

P
と

し
て

考
慮

し
て

も
良

い
が

、
そ

の
逆

は
な

い
。

成
長

乱
獲

と
加

入
乱

獲
は

TR
P

の
項

を
参

照
の

こ
と

。
漁

獲
の

強
さ

の
LR

P：
①

F M
AX

（
加

入
量

あ
た

り
の

漁
獲

量
と

漁
獲

死
亡

係
数

の
関

係
（

YP
R

曲
線

）
で

、
加

入
量

あ
た

り
の

漁
獲

量
が

最
大

の
と

き
の

F。
実

際
の

F
が

こ
の

値
よ

り
大

き
い

場
合

は
、

成
長

乱
獲

が
起

き
て

い
る

と
判

断
す

る
。

こ
の

基
準

は
年

齢
別

の
死

亡
と

魚
体

重
の

情
報

か
ら

の
み

求
め

て
い

る
の

で
、

加
入

乱
獲

は
考

慮
し

て
い

な
い

）。
②

F S
SB

-M
in

（
将

来
の

資
源

量
（

親
魚

量
）

が
過

去
の

歴
史

的
な

資
源

量
（

親
魚

量
）

の
変

動
の

下
限

を
下

回
ら

な
い

よ
う

に
す

る
 F

。
加

入
乱

獲
を

考
慮

。
参

照
し

た
デ

ー
タ

期
間

に
左

右
さ

れ
る

。
成

長
乱

獲
は

考
慮

し
な

い
。

資
源

に
と

っ
て

安
全

な
基

準
で

は
な

い
）。

③
F lo

ss
（

将
来

の
親

魚
量

を
過

去
の

歴
史

的
な

親
魚

量
の

下
限

（
B lo

ss
）

で
維

持
で

き
る

 F
。

B lo
ss

に
対

応
す

る
加

入
量

を
再

生
産

関
係

式
か

ら
求

め
、

そ
の

加
入

量
の

も
と

で
B lo

ss
と

な
る

Fを
推

定
す

る
。加

入
乱

獲
を

顧
慮

で
き

る
。再

生
産

関
係

式
が

十
分

に
把

握
さ

れ
て

い
る

必
要

が
あ

る
。緩

和
策

が
な

い
。成

長
乱

獲
は

考
慮

し
な

い
。資

源
に

と
っ

て
安

全
な

基
準

で
は

な
い

）。
④

F c
ra

sh
（

資
源

を
崩

壊
さ

せ
る

可
能

性
の

あ
る

F
の

下
限

。
再

生
産

関
係

式
か

ら
求

め
る

。
資

源
に

と
っ

て
安

全
な

基
準

で
は

な
い

）。
⑤

F X
%

M
（

自
然

死
亡

係
数

に
関

連
す

る
F。

デ
ー

タ
が

少
な

い
資

源
に

用
い

る
こ

と
が

出
来

る
。

自
然

死
亡

係
数

の
推

定
は

、
不

確
実

な
場

合
が

多
い

こ
と

に
留

意
。

寿
命

が
長

い
魚

種
に

は
高

す
ぎ

る
F

と
な

り
が

ち
で

、
管

理
基

準
と

し
て

は
不

向
き

）。
資

源
量

の
LR

P：
①

B X
R0

、
B X

RM
AX

（
処

女
資

源
の

加
入

量
も

し
く

は
過

去
最

大
の

加
入

量
が

も
た

ら
す

資
源

量
に

関
す

る
基

準
。

加
入

乱
獲

を
考

慮
。

歴
史

的
な

加
入

量
に

依
存

す
る

）。
②

B lo
ss

（
過

去
の

歴
史

的
な

資
源

量
（

親
魚

量
）

の
下

限
。

加
入

乱
獲

を
考

慮
。

成
長

乱
獲

を
考

慮
し

な
い

。
資

源
に

と
っ

て
安

全
な

基
準

で
は

な
い

）。
Pe

rfo
rm

an
ce

 te
st

 
sim

ul
at

io
n

事
務

局
員

に
よ

る
予

備
的

な
Pe

rfo
rm

an
ce

 te
st

 
sim

ul
at

io
n

が
試

行
さ

れ
て

い
る

（
M

au
nd

er
 2

01
4、

M
au

nd
er

 et
 al

. 
20

15
）。

　「
3.

 ま
ぐ

ろ
類

の
漁

業
と

資
源

調
査

（
総

説
）」

の
図

12
も

参
照

の
こ

と
。

M
SE

の
核

と
な

る
Pe

rfo
rm

an
ce

 te
st

 si
m

ul
at

io
n

は
、全

て
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
上

で
行

わ
れ

、種
々

の
M

P、
OM

（
総

説
の

図
12

）
の

組
み

合
わ

せ
が

ど
の

程
度

、
管

理
目

標
を

達
成

出
来

る
か

、
不

確
実

性
に

対
し

て
頑

健
か

を
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
で

判
断

す
る

枠
組

み
（

Sc
ot

t 
et

 al
. 2

01
6a

）。
【

具
体

例
】

　
IA

TT
C

の
メ

バ
チ

に
つ

い
て

簡
易

の
M

SE
が

行
わ

れ
て

い
る

。
HC

R「
F M

SY
で

の
漁

獲
」

が
、

管
理

目
標

「
資

源
量

を
M

SY
レ

ベ
ル

に
維

持
す

る
」

に
合

致
す

る
か

を
、

Pe
rfo

rm
an

ce
 in

di
ca

to
r（

Pe
rfo

rm
an

ce
 st

at
ist

ics
）

を
「

暫
定

LR
P

を
下

回
る

確
率

」
と

し
て

調
べ

た
。

す
る

と
、

F M
SY

レ
ベ

ル
の

漁
獲

を
行

え
ば

、
LR

P
を

下
回

る
確

率
は

10
％

以
下

で
あ

る
こ

と
が

分
か

っ
た

（
図

9。
M

au
nd

er
 2

01
4、

M
au

nd
er

 et
 a

l. 
20

15
）。

平
成

30
年

度
の

国
際

資
源

の
現

況
（

中
西

部
太

平
洋

の
キ

ハ
ダ

、
メ

バ
チ

）
も

参
照

の
こ

と
。
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付
表

1.
 東

部
太

平
洋

に
お

け
る

キ
ハ

ダ
の

年
別

国
別

漁
獲

量
（

単
位

：
ト

ン
）
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付
表

1.
 （

続
き

）
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